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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第39期

第３四半期
連結累計期間

第40期
第３四半期
連結累計期間

第39期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年12月31日

自　2021年４月１日
至　2021年12月31日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 (百万円) 48,914 47,481 68,055

経常利益 (百万円) 7,213 7,176 10,936

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 4,925 4,884 6,276

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 6,282 3,926 7,216

純資産額 (百万円) 40,905 42,810 41,839

総資産額 (百万円) 53,105 54,719 56,435

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 89.96 89.17 114.61

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 89.56 88.78 114.10

自己資本比率 (％) 76.3 77.7 73.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,289 4,442 9,871

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △797 △2,263 △1,643

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,744 △2,199 △1,761

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 28,211 29,945 29,956
 

 

回次
第39期

第３四半期
連結会計期間

第40期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2020年10月１日
至　2020年12月31日

自　2021年10月１日
至　2021年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 28.26 26.27
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっています。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動については次のとおりです。

 
（ネットビジネス・セグメント）

第２四半期連結会計期間において、㈱アムリンクを設立し、連結子会社としています。

また、当第３四半期連結会計期間において、㈱Bevyの株式を売却したため、持分法適用の範囲から除外していま

す。

 
（ITサービス・セグメント）

当第３四半期連結会計期間において、㈱メディカルクリエイトの株式を取得し、連結子会社としています。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものです。

 
(1) 財政状態及び経営成績の状況

①　経営成績

当第３四半期連結累計期間における日本経済は、新型コロナウイルス感染症の影響による制約を受け、先行き不

透明な状況が続いています。

電子書籍市場は、海賊版サイトの影響が拡大し市場拡大の阻害要因となっていますが、成長基調が継続していま

す。

IT関連市場は、景気の先行き不透明感から設備投資に慎重な企業がある一方で、働き方改革や人材不足への対応

を背景に、業務効率化や生産性向上等を目的としたIT活用の需要が拡大し、堅調に推移しています。

このような経営環境において、当社グループは中期経営計画（2020年４月～2023年３月）の基本方針である[成長

の追求]と[成長を支える経営基盤の継続的強化]のもと、電子コミックとヘルスケアを重点事業として継続成長、

サービス化の推進、共創の積極的推進（M&A、海外展開）等の施策に取り組んでいます。

なお、11月15日に当初計画に比べて費用を圧縮し、予定どおり本社移転を完了しました。

以上の結果、当社グループの経営成績は、売上高47,481百万円(前年同四半期比2.9％減)、営業利益7,073百万円

(同0.5％減)、経常利益7,176百万円(同0.5％減)、親会社株主に帰属する四半期純利益4,884百万円(同0.8％減)とな

りました。

 
セグメント別の業績は次のとおりです。

 
ａ．ネットビジネス・セグメント

当第３四半期連結累計期間のネットビジネス・セグメントは、電子コミック配信サービスにおいて、海賊版サイ

トの影響拡大や競争環境の激化に加え前期の外出自粛による特需が剥落した一方で、広告出稿の最適化によるコス

ト抑制により、売上高は30,867百万円(前年同四半期比6.8％減)、営業利益は6,091百万円(同4.7％増)となりまし

た。

なお、同サービスはユーザーの皆様に支えられ、2021年11月に提供開始15周年を迎えました。今期はコミック

ビューワのレスポンス速度の改善を目的としたリニューアルを行う等、ユーザーエクスペリエンスの向上に取り組

み、電子コミックをより楽しんで頂ける環境整備等を継続しています。加えて、12月後半に広告投入により各種指

標が改善したため、第４四半期は計画どおり広告を投入し前四半期売上高の超過を見込んでいます。

 
ｂ．ITサービス・セグメント

当第３四半期連結累計期間のITサービス・セグメントは、売上高は16,614百万円(前年同四半期比5.1％増)となり

ました。業績は堅調に推移していますが、営業利益は本社移転関連費用710百万円を同セグメントの業績に計上した

ため、975百万円(同24.3％減)となりました。

ヘルスケア事業では、医師の働き方改革に寄与する病院就業管理システムのオプション提供を開始した他、健康

経営サポートサービスの拡充に向けてフィットネスアプリ事業を営む企業と資本業務提携しました。

 同セグメントでは、コロナ禍の影響を受けつつも営業活動等の工夫・改善を継続し、病院向け及び企業向けとも

に堅調に推移しています。
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②　財政状態

総資産は、売上債権の減少及び投資有価証券の時価評価に伴う投資その他の資産の減少等により前連結会計年度

末と比較して1,716百万円減少し、54,719百万円となりました。負債は、支払債務、賞与引当金及び未払法人税等の

減少等により、前連結会計年度末と比較して2,688百万円減少し、11,908百万円となりました。また、純資産は、利

益剰余金が「収益認識に関する会計基準」の適用による期首利益剰余金の減少及び配当の支払等により減少する一

方で、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により、前連結会計年度末と比較して971百万円増加し、42,810百

万円となりました。

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の73.5％から77.7％に上昇しました。

 
(2) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は117百万円です。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 230,400,000

計 230,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 57,600,000 57,600,000
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数　100株

計 57,600,000 57,600,000 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年10月１日～
2021年12月31日

－ 57,600,000 － 1,590 － 1,442
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2021年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしています。

 

① 【発行済株式】

   2021年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 2,826,700
 

－ －

完全議決権株式(その他)
普通株式

547,600 －
54,760,000

単元未満株式
普通株式

－ －
13,300

発行済株式総数 57,600,000 － －

総株主の議決権 － 547,600 －
 

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式800株(議決権８個)を含みます。

 

② 【自己株式等】

  2021年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
インフォコム㈱

東京都港区赤坂
９丁目７番２号

2,826,700 － 2,826,700 4.91

計 － 2,826,700 － 2,826,700 4.91
 

(注)　当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は2,823,967株となっています。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成していま

す。

 
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 29,956 29,945

  受取手形及び売掛金 12,502 －

  受取手形、売掛金及び契約資産 － ※２  9,507

  棚卸資産 167 306

  その他 1,345 2,210

  貸倒引当金 △7 △5

  流動資産合計 43,964 41,965

 固定資産   

  有形固定資産 1,054 1,346

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,592 1,746

   のれん － 715

   その他 47 34

   無形固定資産合計 1,639 2,496

  投資その他の資産   

   投資その他の資産 9,974 9,125

   貸倒引当金 △198 △214

   投資その他の資産合計 9,776 8,911

  固定資産合計 12,471 12,754

 資産合計 56,435 54,719

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 4,975 4,145

  未払法人税等 2,729 553

  賞与引当金 1,402 527

  その他の引当金 － 23

  その他 5,133 6,170

  流動負債合計 14,241 11,419

 固定負債   

  退職給付に係る負債 16 44

  その他の引当金 － 52

  その他 338 390

  固定負債合計 355 488

 負債合計 14,596 11,908

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,590 1,590

  資本剰余金 1,556 1,560

  利益剰余金 37,479 39,373

  自己株式 △795 △794

  株主資本合計 39,829 41,729

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,827 847

  為替換算調整勘定 △153 △65

  その他の包括利益累計額合計 1,673 782

 新株予約権 228 224

 非支配株主持分 107 74

 純資産合計 41,839 42,810

負債純資産合計 56,435 54,719
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

売上高 48,914 47,481

売上原価 24,959 24,570

売上総利益 23,955 22,911

販売費及び一般管理費 16,844 15,838

営業利益 7,110 7,073

営業外収益   

 受取利息及び配当金 101 90

 持分法による投資利益 7 11

 為替差益 0 －

 パートナーシップ利益 － 3

 その他 18 3

 営業外収益合計 127 109

営業外費用   

 支払利息 0 0

 為替差損 － 2

 パートナーシップ損失 23 －

 株式報酬費用消滅損 － 3

 その他 0 0

 営業外費用合計 24 6

経常利益 7,213 7,176

特別利益   

 固定資産売却益 － 0

 特別利益合計 － 0

特別損失   

 固定資産除却損 1 10

 投資有価証券評価損 2 44

 関係会社株式売却損 － 46

 貸倒損失 1 －

 その他 0 －

 特別損失合計 5 101

税金等調整前四半期純利益 7,208 7,075

法人税等 2,324 2,258

四半期純利益 4,883 4,817

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △42 △66

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,925 4,884
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

四半期純利益 4,883 4,817

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 1,488 △979

 繰延ヘッジ損益 △0 －

 為替換算調整勘定 △89 88

 その他の包括利益合計 1,398 △891

四半期包括利益 6,282 3,926

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 6,331 3,992

 非支配株主に係る四半期包括利益 △49 △66
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 7,208 7,075

 減価償却費 761 1,059

 株式報酬費用 68 27

 のれん償却額 153 －

 引当金の増減額（△は減少） △975 △875

 受取利息及び受取配当金 △101 △90

 支払利息 0 0

 投資有価証券評価損益（△は益） 2 44

 関係会社株式売却損益（△は益） － 46

 売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） 2,247 3,168

 棚卸資産の増減額（△は増加） △166 △154

 仕入債務の増減額（△は減少） 64 △801

 その他 289 △510

 小計 9,552 8,988

 利息及び配当金の受取額 103 93

 利息の支払額 △0 △0

 法人税等の支払額 △2,365 △4,639

 営業活動によるキャッシュ・フロー 7,289 4,442

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △107 △702

 無形固定資産の取得による支出 △527 △679

 投資有価証券の取得による支出 △179 △430

 関係会社株式の売却による収入 － 150

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △603

 その他 17 3

 投資活動によるキャッシュ・フロー △797 △2,263

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 リース債務の返済による支出 △41 △35

 配当金の支払額 △1,697 △2,190

 その他 △5 26

 財務活動によるキャッシュ・フロー △1,744 △2,199

現金及び現金同等物に係る換算差額 △27 10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,719 △10

現金及び現金同等物の期首残高 23,491 29,956

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  28,211 ※１  29,945
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

　　　１．連結の範囲の重要な変更

　第２四半期連結会計期間より、㈱アムリンクを新たに設立したため、連結の範囲に含めています。

また、当第３四半期連結会計期間より、㈱メディカルクリエイトの株式を取得したため、連結の範囲に含め

ています。

 
　　　２．持分法適用の範囲の重要な変更

当第３四半期連結会計期間において、㈱Bevyの株式を売却したため、持分法適用の範囲から除外していま

す。

 
(会計方針の変更)

 （収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしました。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

 
１．電子コミック購読の際の購入ポイントに係る収益認識

　従来、ポイント購入時に全額を収益として認識していましたが、ポイントに係る収益はポイント使用時また

は失効時に認識する方法に変更しました。

 
２．ソフトウェアの請負開発契約等に係る収益認識

従来、ソフトウェアの請負開発契約等に関して、進捗部分について成果の確実性が認められる契約について

は工事進行基準を、その他の契約については工事完成基準を適用していましたが、少額もしくはごく短期の契

約を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しました。

 
また、履行義務の充足に係る進捗率の見積りの方法は、履行義務の結果を合理的に測定できる場合は、見積り総

原価に対する実際発生割合（インプット法）で算出しています。履行義務の結果を合理的に測定できない場合は、

発生した実際原価の範囲でのみ収益を認識し、少額もしくはごく短期の契約については、完全に履行義務を充足し

た時点で収益を認識しています。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しています。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高が767百万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益がそれぞれ428百万円増加しています。また、利益剰余金の当期首残高は798百万円減少しています。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

ととしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新

たな表示方法により組替えを行っていません。更に、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約か

ら生じる収益を分解した情報を記載していません。

EDINET提出書類

インフォコム株式会社(E05272)

四半期報告書

12/22



 

 （時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。なお、この変更による四半期連結財務諸表へ

の影響はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

　１　保証債務

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

従業員の銀行借入金に対する保証 1百万円 －百万円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしています。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計

期間末日残高に含まれています。

 

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

受取手形 －百万円 14百万円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表の現金及び預金勘定の金額は一致しています。
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2020年６月16日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,149 21.0 2020年３月31日 2020年６月18日

2020年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 547 10.0 2020年９月30日 2020年11月30日
 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 
当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年６月15日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,478 27.0 2021年３月31日 2021年６月17日

2021年10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 712 13.0 2021年９月30日 2021年11月30日
 

 
２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　2020年４月１日　至　2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ネットビジネス ＩＴサービス

売上高      

外部顧客への売上高 33,102 15,811 48,914 － 48,914

セグメント間の内部売上高
又は振替高

0 129 129 △129 －

計 33,102 15,941 49,044 △129 48,914

セグメント利益 5,815 1,287 7,103 7 7,110
 

(注) １．セグメント利益の調整額７百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　2021年４月１日　至　2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２ネットビジネス ＩＴサービス

売上高      

外部顧客への売上高 30,867 16,614 47,481 － 47,481

セグメント間の内部売上高
又は振替高

0 148 148 △148 －

計 30,868 16,762 47,630 △148 47,481

セグメント利益 6,091 975 7,066 6 7,073
 

(注) １．セグメント利益の調整額６百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用です。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方針を変更したため、事業セグメントの利益または損失の算定方法を同様に変更しています。

当該変更により、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間の「ネットビジネス・セグメント」の売上高

は139百万円、セグメント利益は67百万円それぞれ減少し、「ITサービス・セグメント」の売上高は907百万円、セ

グメント利益は496百万円それぞれ増加しています。

 
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（のれんの金額の重要な変動）

「ITサービス・セグメント」において、㈱メディカルクリエイトの株式を取得し、連結の範囲に含めたことに伴

い、のれんが発生しています。当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間においては715百万円

です。
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(企業結合等関係)

（取得による企業結合）

（１）企業結合の概要

　①被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　　被取得企業の名称：㈱メディカルクリエイト

　　　　事業の内容　　　：医療機関の放射線部門向けシステムの企画、開発、販売等

②企業結合を行った主な理由

当社は、中期経営計画（2020年度～2022年度）の基本方針「成長の追求」のもとでヘルスケアを重点事業の一

つとして継続成長に取り組んでいます。

　㈱メディカルクリエイトは、医療機関の放射線部門向けシステムを開発、販売し、全国各地の顧客に対して高

品質なサポートを行っています。

　当社は今後、ヘルスケア事業の主軸として展開する医療機関の放射線部門向けシステムの提供に、㈱メディカ

ルクリエイトの製品ラインナップとともに技術力や顧客サポート体制を組み込むことで、売上規模の拡大に加え

サービス品質の向上等が図れると判断し子会社化することとしました。

③企業結合日

　　2021年10月29日

④企業結合の法的形式

　　株式取得

⑤結合後企業の名称

　　変更はありません。

⑥取得した議決権比率

　　100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　　現金を対価として株式を取得したことによるものです。

 
（２）四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

被取得企業のみなし取得日を2021年12月31日としており、かつ四半期連結決算日との差異が３か月を超えな

いことから、貸借対照表のみを連結しているため、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に

被取得企業の業績は含まれていません。

 
（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 738百万円

取得原価  738百万円
 

 
（４）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①発生したのれんの金額

　　715百万円

②発生原因

　　今後の事業展開により期待される将来の超過収益力から発生したものです。

③償却方法及び償却期間

　　７年間にわたる均等償却
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第３四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年12月31日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
ネットビジネス ITサービス

サービス 30,867 2,365 33,232

ストック － 8,072 8,072

フロー － 6,176 6,176

顧客との契約から生じる収益 30,867 16,614 47,481

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 30,867 16,614 47,481
 

 
 主な内容

サービス

 中期経営計画に基づくサービス化に係る売上

・スマートフォンや携帯電話向けの電子コミック配信サービス等

・情報技術を活用した各種サービス等

ストック
 継続的に役務を提供する性質の売上

・情報システムの運用・管理・保守サービス等

フロー
 請負契約等に基づき計上される性質の売上

・情報システムの企画・開発・製品等
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
至　2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
至　2021年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 89円96銭 89円17銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 4,925 4,884

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

4,925 4,884

普通株式の期中平均株式数(株) 54,756,257 54,773,047

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 89円56銭 88円78銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 242,726 243,383

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －
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(重要な後発事象)

（取得による企業結合）

当社は、2022年１月27日開催の取締役会において、㈱オルターブースの株式51％を取得し、子会社とすることを

決議しました。なお、以下のとおり、2022年１月31日付で株式を取得しました。

 
（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容

　　　被取得企業の名称：㈱オルターブース

　　　事業の内容　　　：クラウドコンピューティングを活用したシステム企画・開発及び運営

②企業結合を行う主な理由

当社は、中期経営計画（2020年度～2022年度）の基本方針「成長の追求」のもとでサービス化の推進を基本

方針の一つとして継続成長に取り組んでいます。

㈱オルターブースは、国内有数の高度なスキルと豊富な知識・経験を持つエンジニアが所属し、クラウドコ

ンピューティングの分野で最先端をリードする企業です。同社はクラウド化を最適に設定する高い技術力を有

しているため、短期間に低コストでサービスを提供しています。

　当社は、ITサービス・セグメントにおけるヘルスケア事業や企業向け事業のサービス化推進を加速するた

め、またクラウドサービス等の開発技術力を高めることを目的に、㈱オルターブースを子会社化することとし

ました。

③企業結合日

　2022年１月31日

④企業結合の法的形式

　株式取得

⑤結合後企業の名称

　変更はありません。

⑥取得する議決権比率

　51％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　現金を対価として株式を取得することによるものです。

 
（２）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価 現金 510百万円

取得原価  510百万円
 

 
（３）主要な取得関連費用の内容及び金額 

　　　現時点では確定していません。

 
（４）発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　　　現時点では確定していません。

 
（５）企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳

　　　現時点では確定していません。
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２ 【その他】

第40期(2021年４月１日から2022年３月31日まで)中間配当については、2021年10月27日開催の取締役会において、

2021年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しまし

た。

(1) 中間配当による配当金の総額 712百万円

(2) １株当たりの金額 13円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2022年２月９日

インフォコム株式会社

取締役会　御中

 
有限責任 あずさ監査法人

 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 切　　替　　丈　　晴  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 新 名 谷　　寛　　昌  

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているインフォコム株

式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2021年10月１日から2021年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すな

わち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、インフォコム株式会社及び連結子会社の2021年12月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ
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れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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